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１．消費者安全法（平成 21 年法律第 50 号）（抜粋） 

（定義）  

第二条 この法律において「消費者」とは、個人（商業、工業、金融業その他の事業

を行う場合におけるものを除く。）をいう。  

２ （略）  

３ この法律において「消費者安全の確保」とは、消費者の消費生活における被害

を防止し、その安全を確保することをいう。  

４ この法律において「消費安全性」とは、商品等（事業者がその事業として供給す

る商品若しくは製品又は事業者がその事業のために提供し、利用に供し、若しく

は事業者がその事業として若しくはその事業のために提供する役務に使用する

物品、施設若しくは工作物をいう。以下同じ。）又は役務（事業者がその事業とし

て又はその事業のために提供するものに限る。以下同じ。）の特性、それらの通

常予見される使用（飲食を含む。）又は利用（以下「使用等」という。）の形態その

他の商品等又は役務に係る事情を考慮して、それらの消費者による使用等が行

われる時においてそれらの通常有すべき安全性をいう。  

５ この法律において「消費者事故等」とは、次に掲げる事故又は事態をいう。  

一 事業者がその事業として供給する商品若しくは製品、事業者がその事業のた

めに提供し若しくは利用に供する物品、施設若しくは工作物又は事業者がその

事業として若しくはその事業のために提供する役務の消費者による使用等に

伴い生じた事故であって、消費者の生命又は身体について政令で定める程度

の被害が発生したもの（その事故に係る商品等又は役務が消費安全性を欠くこ

とにより生じたものでないことが明らかであるものを除く。）  

二 消費安全性を欠く商品等又は役務の消費者による使用等が行われた事態で

あって、前号に掲げる事故が発生するおそれがあるものとして政令で定める要

件に該当するもの  

三 （略）  

６ この法律において「生命身体事故等」とは、前項第一号に掲げる事故及び同項

第二号に掲げる事態をいう。  

７ この法律において「重大事故等」とは、次に掲げる事故又は事態をいう。  

一 第五項第一号に掲げる事故のうち、その被害が重大であるものとして政令で

定める要件に該当するもの  

二 第五項第二号に掲げる事態のうち、前号に掲げる事故を発生させるおそれが

あるものとして政令で定める要件に該当するもの  

８ （略） 

 

（国及び地方公共団体の責務）  

第四条 国及び地方公共団体は、前条に定める基本理念（以下この条において「基

本理念」という。）にのっとり、消費者安全の確保に関する施策を総合的に策定し、

及び実施する責務を有する。  

２ （略）  
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３ 国及び地方公共団体は、消費者安全の確保に関する施策の推進に当たっては、

基本理念にのっとり、消費者事故等に関する情報の開示、消費者の意見を反映

させるために必要な措置その他の措置を講ずることにより、その過程の透明性を

確保するよう努めなければならない。  

４～６ （略） 

 

（消費者事故等の発生に関する情報の通知）  

第十二条 行政機関の長、都道府県知事、市町村長及び国民生活センターの長は、

重大事故等が発生した旨の情報を得たときは、直ちに、内閣総理大臣に対し、内

閣府令で定めるところにより、その旨及び当該重大事故等の概要その他内閣府

令で定める事項を通知しなければならない。  

２ 行政機関の長、都道府県知事、市町村長及び国民生活センターの長は、消費者

事故等（重大事故等を除く。）が発生した旨の情報を得た場合であって、当該消費

者事故等の態様、当該消費者事故等に係る商品等又は役務の特性その他当該

消費者事故等に関する状況に照らし、当該消費者事故等による被害が拡大し、

又は当該消費者事故等と同種若しくは類似の消費者事故等が発生するおそれが

あると認めるときは、内閣総理大臣に対し、内閣府令で定めるところにより、当該

消費者事故等が発生した旨及び当該消費者事故等の概要その他内閣府令で定

める事項を通知するものとする。  

３ 前二項の規定は、その通知をすべき者が次の各号のいずれかに該当するとき

は、適用しない。  

一 次のイからニまでに掲げる者であって、それぞれイからニまでに定める者に 

対し、他の法律の規定により、当該消費者事故等の発生について通知し、又は

報告しなければならないこととされているもの 

イ 行政機関の長 内閣総理大臣 

ロ 都道府県知事 行政機関の長 

ハ 市町村長 行政機関の長又は都道府県知事 

ニ 国民生活センターの長 行政機関の長 

二 前二項の規定により内閣総理大臣に対し消費者事故等の発生に係る通知を

しなければならないこととされている他の者から当該消費者事故等の発生に関

する情報を得た者（前号に該当する者を除く。）  

三 前二号に掲げる者に準ずるものとして内閣府令で定める者（前二号に該当す

る者を除く。）  

４ 第一項又は第二項の場合において、行政機関の長、都道府県知事、市町村長

及び国民生活センターの長が、これらの規定による通知に代えて、全国消費生活

情報ネットワークシステム（行政機関の長、地方公共団体の機関、国民生活セン

ターその他内閣府令で定める者の使用に係る電子計算機を相互に電気通信回

線で接続した電子情報処理組織であって、消費生活に関する情報を蓄積し、及び

利用するために、内閣府令で定めるところにより国民生活センターが設置し、及

び管理するものをいう。）への入力その他内閣総理大臣及び当該通知をしなけれ

ばならないこととされている者が電磁的方法を利用して同一の情報を閲覧するこ
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とができる状態に置く措置であって内閣府令で定めるものを講じたときは、当該通

知をしたものとみなす。  

５ （略） 

（消費者事故等に関する情報の集約及び分析等）  

第十三条 内閣総理大臣は、前条第一項又は第二項の規定による通知により得た

情報その他消費者事故等に関する情報が消費者安全の確保を図るため有効に

活用されるよう、迅速かつ適確に、当該情報の集約及び分析を行い、その結果を

取りまとめるものとする。  

２ 内閣総理大臣は、前項の規定により取りまとめた結果を、関係行政機関、関係

地方公共団体及び国民生活センターに提供するとともに、消費者委員会に報告

するものとする。  

３ 内閣総理大臣は、第一項の規定により取りまとめた結果を公表しなければなら

ない。  

４ 内閣総理大臣は、国会に対し、第一項の規定により取りまとめた結果を報告しな

ければならない。 

 

（調査委員会の設置）  

第十五条 消費者庁に、消費者安全調査委員会（以下「調査委員会」という。）を置

く。 

 

（事故等原因調査等の申出）  

第二十八条 何人も、生命身体被害の発生又は拡大の防止を図るために事故等原

因調査等が必要であると思料するときは、調査委員会に対し、その旨を申し出て、

事故等原因調査等を行うよう求めることができる。この場合においては、内閣府令

で定めるところにより、当該申出に係る生命身体事故等の内容及びこれに対する事

故等原因調査等の必要性その他内閣府令で定める事項を記載した書面を添えな

ければならない。  

２ 調査委員会は、前項の規定による申出があったときは、必要な検討を行い、その

結果に基づき必要があると認めるときは、事故等原因調査等を行わなければなら

ない。  

３ （略）  

 

（申出を受けた場合における通知）  

第二十九条 調査委員会は、前条第一項の規定による申出により重大事故等が発

生した旨の情報を得たときは、直ちに、内閣総理大臣に対し、内閣府令で定めると

ころにより、その旨及び当該重大事故等の概要その他内閣府令で定める事項を通

知しなければならない。  

２ 調査委員会は、前条第一項の規定による申出により生命身体事故等（重大事故

等を除く。）が発生した旨の情報を得た場合であって、当該生命身体事故等の態様、

当該生命身体事故等に係る商品等又は役務の特性その他当該生命身体事故等に

関する状況に照らし、当該生命身体事故等による被害が拡大し、又は当該生命身

体事故等と同種若しくは類似の生命身体事故等が発生するおそれがあると認める
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ときは、内閣総理大臣に対し、内閣府令で定めるところにより、当該生命身体事故

等が発生した旨及び当該生命身体事故等の概要その他内閣府令で定める事項を

通知するものとする。  

３ （略）  

 

（消費者への注意喚起等）  

第三十八条 内閣総理大臣は、第十二条第一項若しくは第二項又は第二十九条第

一項若しくは第二項の規定による通知を受けた場合その他消費者事故等の発生に

関する情報を得た場合において、当該消費者事故等による被害の拡大又は当該消

費者事故等と同種若しくは類似の消費者事故等の発生（以下「消費者被害の発生

又は拡大」という。）の防止を図るため消費者の注意を喚起する必要があると認め

るときは、当該消費者事故等の態様、当該消費者事故等による被害の状況その他

の消費者被害の発生又は拡大の防止に資する情報を都道府県及び市町村に提供

するとともに、これを公表するものとする。  

２ 内閣総理大臣は、第十二条第一項若しくは第二項又は第二十九条第一項若しく

は第二項の規定による通知を受けた場合その他消費者事故等の発生に関する情

報を得た場合において、消費者被害の発生又は拡大の防止を図るために相当であ

ると認めるときは、関係行政機関の長等に対し、消費者被害の発生又は拡大の防

止に資する情報を提供することができる。  

３～４ （略） 

 

２．消費者安全法施行令（平成 21 年政令第 220 号）（抜粋） 

（消費者の生命又は身体について被害が発生した事故が消費者事故等に該当するこ

ととなる被害の程度）  

第一条 消費者安全法 （以下「法」という。）第二条第五項第一号の政令で定める被

害の程度は、次の各号のいずれかに該当する被害の程度とする。  

一 死亡  

二 負傷又は疾病であって、これらの治療に要する期間が一日以上であるもの（当

該治療のため通常医療施設における治療の必要がないと認められる軽度のも

のを除く。）  

三 一酸化炭素その他の内閣府令で定める物質による中毒 

 

（消費安全性を欠く商品等又は役務の使用等が行われた事態が消費者事故等に該

当することとなる要件）  

第二条 法第二条第五項第二号の政令で定める要件は、次の各号のいずれかに該

当することとする。  

一 当該商品等又は当該役務が、法律（これに基づく命令を含む。以下同じ。）の規

定に基づき事業者が商品等又は役務をこれに適合するものとしなければならな

いこととされている消費者の生命又は身体の安全の確保のための商品等又は

役務に関する基準に適合していなかったこと。  
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二 前号に掲げるもののほか、当該商品等又は当該役務の使用等において、物品

（飲食の用に供するものを除く。）、施設又は工作物に、破損、故障、汚染若しく

は変質その他の劣化又は過熱、異常音その他の異常が生じていたこと。  

三 第一号に掲げるもののほか、当該商品等又は当該役務の使用等において、物

品（飲食の用に供するものに限る。以下この号において同じ。）が腐敗し、変敗し、

不潔となり若しくは病原体により汚染されており、又は物品に有毒な若しくは有害

な物質が含まれ若しくは付着し、異物が混入され若しくは添加され、若しくは異臭、

その容器若しくは包装の破損その他の異常が生じていたこと。  

四 前三号に掲げるもののほか、当該商品等又は当該役務の使用等において、消

費者に窒息その他その生命又は身体に対する著しい危険が生じたこと。 

 

（消費者の生命又は身体について被害が発生した事故が重大事故等に該当すること

となる要件）  

第四条  法第二条第七項第一号の政令で定める要件は、消費者の生命又は身体

について次の各号のいずれかに該当する程度の被害が発生したこととする。  

一 死亡  

二 負傷又は疾病であって、これらの治療に要する期間が三十日以上であるもの

又はこれらが治ったとき（その症状が固定したときを含む。）において内閣府令で

定める程度の身体の障害が存するもの  

三 一酸化炭素その他の内閣府令で定める物質による中毒 

 

（消費安全性を欠く商品等又は役務の使用等が行われた事態が重大事故等に該当

することとなる要件）  

第五条 法第二条第七項第二号 の政令で定める要件は、次の各号のいずれかに

該当することとする。  

一 第二条第一号に該当し、かつ、次のイ又はロのいずれかに該当すること。 

イ 当該商品等又は当該役務の使用等において、物品（飲食の用に供するもの

を除く。）、施設又は工作物の消費安全性を確保する上で重要な部分に、破損、

故障、汚染又は変質その他の劣化が生じていたこと。 

ロ 当該商品等又は当該役務の使用等において、物品（飲食の用に供するもの

に限る。）に、毒物及び劇物取締法（昭和二十五年法律第三百三号）第二条第一

項 に規定する毒物若しくは同条第二項に規定する劇物、医薬品、医療機器等

の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和三十五年法律第百四

十五号）第四十四条第一項に規定する毒薬若しくは同条第二項に規定する劇薬

又はこれらと同等の毒性若しくは劇性を有する物質が含まれ又は付着していたこ

と。 

二 前号に掲げるもののほか、当該商品等又は当該役務の使用等において、消費

者に窒息その他その生命若しくは身体に対する著しい危険が生じ、又は火災そ

の他の著しく異常な事態が生じたこと。 

 

３．消費者安全法施行規則（平成 21 年法内閣府令第 48 号）（抜粋） 

（消費者事故等に該当することとなる中毒の原因となる物質）  
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第一条 消費者安全法施行令 （以下「令」という。）第一条第三号の内閣府令で定め

る物質は、一酸化炭素とする。 

 

（身体の障害）  

第五条 令第四条第二号の内閣府令で定める身体の障害は、次に掲げるものとす

る。  

一 次に掲げる視覚障害であって、長期にわたり身体に存するもの 

イ～二 （略） 

二 次に掲げる聴覚又は平衡機能の障害であって、長期にわたり身体に存するも           

の 

イ～二 （略） 

三 次に掲げる嗅覚の障害 

イ・ロ （略） 

四 次に掲げる音声機能、言語機能又はそしゃく機能の障害 

イ・ロ （略） 

五 次に掲げる肢体不自由 

イ～ニ （略） 

六 循環器、呼吸器、消化器又は泌尿器の機能の障害であって、長期にわたり身

体に存し、かつ、日常生活が著しい制限を受ける程度であると認められるもの  

 

（重大事故等に該当することとなる中毒の原因となる物質）  

第六条 令第四条第三号の内閣府令で定める物質は、一酸化炭素とする。 

 

（情報の通知）  

第九条 法第十二条第一項の通知は、電話、ファクシミリ装置を用いて送信する方法

その他消費者庁長官が適当と認める方法によって行うものとする。ただし、電話に

よって行った場合は、速やかにその内容を書面、ファクシミリ装置を用いて送信する

方法その他消費者庁長官が適当と認める方法で提出し、又は第六項に規定する措

置を講じなければならない。  

２ 法第十二条第一項の内閣府令で定める事項は、重大事故等が発生した日時及び

場所、当該重大事故等が発生した旨の情報を得た日時及び方法、当該重大事故

等の態様、当該重大事故等の原因となった商品等又は役務を特定するために必要

な事項並びに被害の状況（被害が生じた重大事故等の場合に限る。）とする。  

３ 法第十二条第二項の通知は、書面、ファクシミリ装置を用いて送信する方法その

他消費者庁長官が適当と認める方法によって速やかに行うものとする。  

４ 法第十二条第二項の内閣府令で定める事項は、消費者事故等が発生した日時

及び場所、当該消費者事故等が発生した旨の情報を得た日時及び方法、当該消費

者事故等の態様、当該消費者事故等の原因となった商品等又は役務を特定するた

めに必要な事項並びに被害の状況（被害が生じた消費者事故等の場合に限る。）

その他当該消費者事故等に関する事項とする。  

５ 法第十二条第三項第三号の内閣府令で定める者は、次の各号に掲げる者であっ

て、それぞれ当該各号に定める者に対し、消費者庁長官が適当と認める方法によ
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り、当該消費者事故等の発生について通知し、又は報告することとされているもの

とする。  

一 行政機関の長 内閣総理大臣  

二 都道府県知事 行政機関の長  

三 市町村長 行政機関の長又は都道府県知事  

四 国民生活センターの長 行政機関の長  

６ 法第十二条第二項の場合における同条第四項の内閣府令で定める措置は、全

国消費生活情報ネットワーク・システム（消費者の被害に迅速に対処するため、国

民生活センター及び地方公共団体が、オンライン処理の方法により、消費生活に関

する情報を蓄積し、及び活用するシステムであって、国民生活センターが管理運営

するものをいう。）又は事故情報データバンク（消費者の生命又は身体に生ずる被

害の発生又は拡大の防止を図るため、消費者庁、関係行政機関、関係地方公共団

体、国民生活センター、消費者その他の関係者が、オンライン処理の方法により、

消費生活において生じた事故等（消費者の生命又は身体に被害を生じさせる事故

又は当該事故が発生するおそれのある事態に限る。）に関する情報を蓄積し、及び

活用するシステムであって、消費者庁及び国民生活センターが共同して管理運営

するものをいう。）への情報の入力とする。 

 

（申出）  

第十条 法第二十八条第一項の申出は、消費者安全調査委員会の定める様式によ

る申出書を提出して行うものとする。  

２ 法第二十八条第一項の内閣府令で定める事項は、次に掲げる事項とする。  

一 申出者の氏名、住所、電話番号その他の連絡先  

二 申出者と当該申出に係る生命身体事故等の被害者との関係（被害が生じた生

命身体事故等の場合に限る。）  

三 申出者が法人であるときは、その商号又は名称、主たる営業所又は事務所の

所在地、代表者の氏名、連絡担当者の氏名及び電話番号その他の連絡先  

四 生命身体事故等が発生した日時及び場所  

五 生命身体事故等の態様  

六 生命身体事故等の原因となった商品等又は役務を特定するために必要な事項  

七 生命身体事故等の原因となった商品等の現状及びその所有者、所持者又は保

管者  

八 被害の状況（被害が生じた生命身体事故等の場合に限る。）  

九 被害を被った者及び消費安全性を欠く商品等又は役務の使用等が行われた事

態において当該使用等を行った者（法定代理人を含む。）への連絡の可否並び

に可能な場合はその氏名及び連絡方法  

十 事故等原因調査等の必要性に関する申出者の意見  

十一 その他生命身体事故等及び事故等原因調査等の必要性に関する事項  

 

（消費者安全調査委員会による情報の通知）  

第十一条 法第二十九条第一項の通知は、書面、口頭その他消費者庁長官が適当

と認める方法によって行うものとする。ただし、口頭によって行った場合は、速やか
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にその内容を書面その他消費者庁長官が適当と認める方法で提出しなければなら

ない。  

２ 法第二十九条第一項の内閣府令で定める事項は、重大事故等が発生した日時

及び場所、当該重大事故等が発生した旨の情報を得た日時、当該重大事故等の

態様、当該重大事故等の原因となった商品等又は役務を特定するために必要な事

項並びに被害の状況（被害が生じた重大事故等の場合に限る。）とする。  

３ 法第二十九条第二項の通知は、書面その他消費者庁長官が適当と認める方法

によって速やかに行うものとする。  

４ 法第二十九条第二項の内閣府令で定める事項は、生命身体事故等が発生した

日時及び場所、当該生命身体事故等が発生した旨の情報を得た日時、当該生命

身体事故等の態様、当該生命身体事故等の原因となった商品等又は役務を特定

するために必要な事項並びに被害の状況（被害が生じた生命身体事故等の場合に

限る。）その他当該生命身体事故等に関する事項とする。 

 

４．独立行政法人日本スポーツ振興センター法（平成 14 年法律第 162 号）（抜粋） 

（センターの目的）  

第三条 独立行政法人日本スポーツ振興センター（以下「センター」という。）は、スポ

ーツの振興及び児童、生徒、学生又は幼児（以下「児童生徒等」という。）の健康の

保持増進を図るため、その設置するスポーツ施設の適切かつ効率的な運営、スポ

ーツの振興のために必要な援助、小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、高

等専門学校、特別支援学校、幼稚園又は幼保連携型認定こども園（第十五条第一

項第八号を除き、以下「学校」と総称する。）の管理下における児童生徒等の災害

に関する必要な給付その他スポーツ及び児童生徒等の健康の保持増進に関する

調査研究並びに資料の収集及び提供等を行い、もって国民の心身の健全な発達に

寄与することを目的とする。 

 

５．学校保健安全法（昭和 33 年法律第 56 号）（抜粋） 

（国及び地方公共団体の責務）  

第三条 国及び地方公共団体は、相互に連携を図り、各学校において保健及び安全

に係る取組が確実かつ効果的に実施されるようにするため、学校における保健及

び安全に関する最新の知見及び事例を踏まえつつ、財政上の措置その他の必要な

施策を講ずるものとする。  

２ 国は、各学校における安全に係る取組を総合的かつ効果的に推進するため、学

校安全の推進に関する計画の策定その他所要の措置を講ずるものとする。  

３ （略）  

 

６．地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）（抜粋） 

（技術的な助言及び勧告並びに資料の提出の要求）  

第二百四十五条の四 各大臣（内閣府設置法第四条第三項に規定する事務を分担

管理する大臣たる内閣総理大臣又は国家行政組織法第五条第一項に規定する各

省大臣をいう。以下本章、次章及び第十四章において同じ。）又は都道府県知事そ
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の他の都道府県の執行機関は、その担任する事務に関し、普通地方公共団体に対

し、普通地方公共団体の事務の運営その他の事項について適切と認める技術的な

助言若しくは勧告をし、又は当該助言若しくは勧告をするため若しくは普通地方公

共団体の事務の適正な処理に関する情報を提供するため必要な資料の提出を求

めることができる。  

２・３ （略） 

 

７．構造改革特別区域法（平成 14 年法律第 189 号）（抜粋） 

（学校教育法の特例）  

第十二条 地方公共団体が、その設定する構造改革特別区域において、地域の特

性を生かした教育の実施の必要性、地域産業を担う人材の育成の必要性その他の

特別の事情に対応するための教育又は研究を株式会社の設置する学校（学校教

育法 （昭和二十二年法律第二十六号）第一条に規定する学校をいう。以下この条

及び別表第二号において同じ。）が行うことが適切かつ効果的であると認めて内閣

総理大臣の認定を申請し、その認定を受けたときは、当該認定の日以後は、同法

第二条第一項 中「及び私立学校法第三条に規定する学校法人（以下学校法人と

称する。）」とあるのは「、私立学校法第三条に規定する学校法人（以下学校法人と

称する。）及び構造改革特別区域法（平成十四年法律第百八十九号）第十二条第

二項に規定する特別の事情に対応するための教育又は研究を行い、かつ、同項各

号に掲げる要件のすべてに適合している株式会社（次項、第四条第一項第三号、

第九十五条及び附則第六条において学校設置会社という。）」と、同条第二項中「学

校法人」とあるのは「学校法人又は学校設置会社」と、同法第四条第一項第三号中

「都道府県知事」とあるのは「都道府県知事（学校設置会社の設置するものにあつ

ては、構造改革特別区域法第十二条第一項の認定を受けた地方公共団体の長。

第十条、第十四条、第四十四条（第二十八条、第四十九条、第六十二条、第七十

条第一項及び第八十二条において準用する場合を含む。）及び第五十四条第三項

（第七十条第一項において準用する場合を含む。）において同じ。）」と、同法第九十

五条（同法第百二十三条において準用する場合を含む。）中「諮問しなければなら

ない」とあるのは「諮問しなければならない。学校設置会社の設置する大学につい

て第四条第一項の規定による認可を行う場合（設置の認可を行う場合を除く。）及

び学校設置会社の設置する大学に対し第十三条第一項の規定による命令を行う場

合も、同様とする」と、同法附則第六条中「学校法人」とあるのは「学校法人又は学

校設置会社」とする。 

２～13 （略） 
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